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Abstract
This study presents a systematic literature review to identify the developments and challenges of critical discourse analysis (CDA) 
in the field of environmental studies. The analysis draws upon Fairclough’s three-dimensional framework of CDA, which comprises 
description, interpretation, and explanation. A review of both Japanese and international literature revealed three findings. First, Japa-
nese and international literature differ in terms of the types of data analysed. Japanese studies have predominantly focused on media 
texts, whereas international literature has examined various data, including primary information. Second, the study of non-linguistic 
social practices remains limited compared to the study of linguistic practices. Third, less emphasis is placed on the explanatory di-
mension than the descriptive and interpretive dimensions. Based on these findings, three challenges are identified for the further 
development of CDA in environmental studies. First, there is a need to employ a wide range of data sources, including primary data, 
and incorporate non-linguistic data types. Second, enhancing the analysis of the social conditions that shape linguistic practices is a 
challenge. Third, further analysis of structural factors—both social and environmental—that influence discourse is necessary. In par-
ticular, the importance of this last challenge is underscored by critical realism which theoretically underpins CDA.
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1.  序論

1.1  背景と目的

　近年、環境問題をテーマとした研究において、言説分

析の使用が顕著に増えている。英文誌ではこの動向を調

査したレビュー論文が複数出版されており、その引用数

の多さからも言説分析への注目度の高さが見て取れる。（1）

また、和文誌においても言説分析を用いた環境政策研究

が増加していることが報告されている（浅井 , 2024）。言

説分析のアプローチは複数あり、依拠する認識論的立

場や言説の定義も一つではないが、本稿では、ここ数

年で急速に広がりを見せている批判的言説分析（Critical 
Discourse Analysis: 以下 CDA）について議論する。

　CDA は観察可能な事象とその背後にある社会的構造を

仲介する概念として言説を扱い、その言説の分析を通し

て権力関係や社会変化を明らかにすることを目指す理論・

手法である。代表的な CDA 研究者の 1 人であるフェア

クラフは、社会的実践の言語的側面を言説と定めており、

CDA は、言説と相互に影響し合う社会的実践・構造を明

らかにすることを目指すと述べている（Fairclough, 2003）。
　様々な分野において CDA は活用されてきており、環

境学も例外ではない。後述するように、特に英文誌では

2010 年代後半から CDA を使用した研究が急増している。

しかしながら、その動向は詳らかになっておらず、その

背景・意義や課題なども考察されていない。

　また、CDA においては、現代社会への批判的な眼差し

と、言語的な分析を行うという大まかな共通点は存在す

るものの、統一された手法が確立されているわけではな

い。手法が多様であることは創造的な研究を可能にする

一方で、不適切な適用を誘発し CDA の可能性を損なうこ

ともある。実際、日本語で書かれた CDA の解説書を見て

もアプローチはまちまちで、特にメディア・言語学系の

テキスト（例えば名嶋・神田， 2015）と社会科学系のテキ

スト（例えば野村， 2017）では力点がだいぶ異なり（前者

では discourse に言説ではなく「談話」という訳語を当て

ることがあることにもそれは表れている）、個々の研究に

とって適切なアプローチを採ることは容易ではない。

　本稿では環境学を例に、英文誌および日本語文献（和

文献）における CDA を用いた研究の（a）動向や意義を

明らかにするとともに、（b）その課題を考察し、CDA を

用いる際の指針を示すことを目的とする。（b）において

は特に、認識論のレベルで CDA を支える批判的実在論の

観点から、テーマ・分野ごとに「構造」を捉えていくこ

との重要性とその道筋について論じたい。こうしたテー

マで著された文献（特に人文学系と社会科学系を架橋し

たもの）は見当たらず、これは環境学に限った話ではな

いことから、本稿には、言説分析研究全体／社会科学全

体にとっても意義があるだろう。

　本稿の構成は次のとおりである。まず、本章の残りの
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部分でデータ収集の手法（1.2）と分析枠組み（1.3）を示す。

続いて第 2 章で英文誌の分析結果を、第 3 章で和文献の

分析結果を示した後、それらの結果に基づいて第 4 章で

は環境学における CDA の課題と活用に向けた指針につい

て考察する。

1.2  手法

　本稿では、CDA を用いた環境研究の傾向を明らかにす

るために、英文誌と和文献の体系的レビューを行う。分

析枠組みとしては、両者ともに共通の枠組み（1.3 を参照）

を用いたが、データ収集はそれぞれ次のような方法で行っ

た。

　英文誌の文献検索には、基本的に Web of Science を用

い、補完的に EBSCOhost と Google Scholar を活用した。

検索は 2024 年 1 月に行った（Web of Science が 1 月 7 日、

EBSCOhost と Google Scholar が 1 月 9 日）。キーワードを

「“environment” AND “sustainable” AND “critical discourse 
analysis”」に設定し、出版年の推移をなるべく偏りなく

確認するために期間を 2023 年までと指定した上で検索を

行った。まず、Web of Science のデータベースにおいてヒッ

トした 33 件の文献の内容を確認して、「環境問題をテー

マとしている」「CDA を主要な理論枠組みと定めて事例

研究を行った学術論文である」ことを基準に 24 件に絞り

込んだ。続いて、EBSCOhost において同キーワードで検

索しヒットした 91 件を同じ基準で確認し、Web of Science
で得た文献との重複分を除いて新たに 7 件を追加して、

合計 31 件の文献を分析対象とした。なお、全体の推移を

示す際には、Web of Science・EBSCOhost に加え、Google 
Scholar のデータも補完的に活用している。

　和文献の検索は Google Scholar と J-STAGE を活用して、

2024 年 2 月 1 日に行った。初めに英文誌と同様に Google 
Scholar でキーワードを「環境 AND 持続可能性 AND 批判

的言説分析」に定めて検索を行ったところ 2 件しかヒッ

トしなかった。そのため、Google Scholar、J-STAGE それ

ぞれのデータベースにおいて「環境 AND 言説分析」で

ヒットした文献から CDA の主要な論者などを引用してい

るものを精査し、論文内で「批判的言説分析」（CDA）を

使用すると明記している、もしくは CDA の要素を何らか

の形で参照、または取り入れている研究を同じカテゴリー

に分類した。英文誌と比較して対象文献が大幅に少ない

ため、Google Scholar の引用元機能や評価対象となった論

文の参考文献リストも活用して文献を追加するとともに、

分析対象には査読論文だけでなく紀要論文と単行本に含

まれる章も含めることとした（よって本稿では、和文誌

ではなく和文献と記載している）。そうしたことから、厳

密には英文誌との比較研究にはならないものの、日本の

一部学問領域における紀要や著書を重視する傾向に鑑み

ると、研究動向の全体像を把握する上では、対象をこの

ように広く捉えることは適切だと考える。

　上記のように取得した文献を精読し、実際に CDA の概

念を取り入れているかどうかを評価した後、次章で示す

枠組みに基づいて傾向をまとめた。この段階を経て本論

文の分析対象となった和文献は、学術論文 9 本と 2 冊の

複数著者による単行本から抽出した 7 本（1 章分を 1 本と

する）、の計 16 件の研究である。

1.3  分析枠組み

1.3.1  分析データと環境問題の種類

　まず本研究では、どのようなデータを分析対象として

いるのか、データの種類についての傾向を明らかにする。

CDA では、実際に話されたこと、書かれたことという

何らかの「テクスト」の分析を行うことが一般的である

（Wodak & Meyer, 2016: 14)。主なものとしては、政策文書

や議事録・インタビュー、新聞記事などが挙げられよう。

また、CDA においては近年、言葉のみならず画像・映像・

音などもテクストとして扱うべきことが論じられており

（Ledin & Machin, 2017）、本稿では言語以外の表象が扱わ

れているかどうかの傾向も示す。さらに、CDA では二次

データの分析に加えて、場合によってはフィールドワー

ク・エスノグラフィーなどの一次データの使用も推奨さ

れていることから（Chouliaraki & Fairclough, 1999: 113-114; 
Reisigl & Wodak, 2016: 32）、調査者がインタビューやフィー

ルドワーク・参与観察などにより自ら収集した一次デー

タを考察しているかどうかも検討する。

　続いて、扱う環境問題の種類を考察する。言説分析そ

のものは環境問題の研究に広く用いられており、国際誌

と和文誌において対象となる環境問題が異なることも明

らかになっている（浅井， 2024）。本稿は CDA に絞った形

で、扱う環境問題の傾向を確認することで、CDA のどう

いった側面が、どのような環境問題を論じるのに活用さ

れているのかを考察する。

1.3.2  分析の手順

　本研究では、フェアクラフ（2001=2008）の記述・解

釈・説明の 3 段階アプローチに沿って、分析手順の傾向

を明らかにする。CDA の手法は一つに収斂されているわ

けではなく、研究者や扱うテーマによって概念や分析の

進め方に様々なバリエーションが存在する。しかし、フェ

アクラフのアプローチは CDA をけん引しており（Pierce, 
2008: 285）、それを基盤的なモデルと捉えて CDA を説

明し発展させている解説書も見られることから（例えば

Statham, 2022）本稿ではフェアクラフのアプローチを枠組

みとして使用する。確かに、フェアクラフによるもの以

外にも著名な CDA アプローチが複数存在し、それらの観

点は少しずつ異なっている。それでも、共通の特徴として、

言語と社会的構造の間の橋渡し的役割を果たすものとし

て言説を捉え、言語的分析と同時にその言語の背景とな

る歴史・社会的文脈の分析を含むことが示されているこ

とから（Wodak & Meyer, 2016）、他のアプローチがフェア

クラフのものと相容れないわけではなく、手順の傾向を

明らかにするという目的において、フェアクラフのアプ

ローチを基準として使用可能であると判断した。

　フェアクラフ（2001=2008）のアプローチの第 1 段階「記

述」（description）においては、テクストに含まれる特徴（語
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彙・文法や全体的な表現・構成）に着目した言語学的な

分析が行われる。分析対象は言語だけでなく、写真・画像・

記号など社会的意味を伴うものを全て「テクスト」と定め、

そのテクストに表れた内容を詳細に分析することになる。

記述の段階において、フェアクラフはテクストの意味を

価値として捉える。すなわち、内容・知識・信念を表す

経験的価値、アイデンティティや事象の評価に関わる表

現的価値と、主体間の社会的関係に関わる関係的価値で

ある。次の解釈の段階につなげるためにも、テクスト上

の特徴を基に、これらの価値を明らかにするための分析

を行うことが求められる（野村， 2017: 264-266）。
　第 2 段階の「解釈」（interpretation）では、記述の段階

で明らかにしたテクストの特徴を基に、そのテクストの

生産・解釈過程を分析する。この段階では、記述の段階

で明らかにしたテクストの価値に基づいて、物事の見方

の特定の様式、つまり「言説」が存在するのかを明らか

にすると同時に、それぞれの言説を生み出す社会的実践

の分析も行う。注目すべき点として、異なるテクスト同

士あるいはテクストとテクストの外部との相互作用、つ

まり「間テクスト性」や、テクスト生産・解釈過程にお

ける関係者の立場に関する分析を重視することなどが挙

げられる。間テクスト性は言説の一貫性や差異および変

化のプロセスを明らかにするために重要であり、データ

の出所の幅を広く取ることで間テクスト性の分析が豊か

になる。各主体の立場に関しては、文献調査だけでなく、

インタビュー調査などを通して一次データを取得するこ

とで、より明らかにできるとされている。

　最後に、第 3 段階の「説明」（explanation）では、「解釈」

の段階で明らかにした言説やその言説と相互作用する実

践にどのような構造が影響を与えているか、もしくはど

のように前者が後者を変化させるかを、制度・文化など

の社会的条件に関する知識を基に考察する。CDA は言語

学的な視野と社会科学的な視野の両方を備えた学際性を

特徴としているが、記述や解釈の部分では言語学的知識

が大いに活用される一方で、説明の部分では社会科学的

知識が重視される（Fairclough, 2003）。フェアクラフによ

れば、説明の段階で明らかにするべきことは、言説に影

響を与える権力関係（構造）とその権力関係を維持する

イデオロギー、さらには権力関係を変革もしくは維持す

る可能性のある言説の影響などである。

　本稿のレビューにおいては、記述・解釈・説明の各段

階の分析にはどのような特徴があるか、そして各段階の

分析がどのようにつながっているのかについての傾向を

分析する。

1.3.3  批判的実在論との関係

　ここで、上記の 3 段階が批判的実在論の 3 つの認識論

的領域に対応していることを確認することは重要である

（野村， 2017: 262-272）。種々の言説分析の中でも、批判的

実在論ともっとも明示的に結びついているのは CDA であ

るとフェアクラフも論じているが（Fairclough, Jessop, & 
Sayer, 2004）、実際にフェアクラフ自身のモデルはそれを

明確に表していると言えよう。

　批判的実在論とは認識論の一つのパラダイムであり、

目に見えるもの・直接経験できるものだけでなく、その

背後にあってそれを形作る構造を捉えることが重要であ

ると考えるのが大きな特徴である（批判的実在論の概要

と CDA との関係については野村（2017）を参照）。批判

的実在論では、直接経験できる「経験」の領域、それら

をもたらす相互作用が行われる「現実」の領域、そして

そうした領域を背後から形作る「実在」の領域、という 3
つの領域を設けている。気候変動を例にとるならば（Price, 
2016）、温度変化や海面上昇といった直接経験できる事象

は「経験」の領域にあり、それらは地域ごとに現れ方が

異なって（不規則で）、社会的文脈によっても解釈が異

なり得る（これを批判的実在論では「意存的＝ transitive」
という）。こうした経験可能な事象は、ビジネスの拡大・

変化やそれに伴うエネルギー量の増減、環境意識の向上

などの「現実」の領域における相互作用によってもたら

される。そして、それは「実在」の領域に存在するある

種の産業化やグローバル化といった政治経済的・社会的

構造や、温室効果ガスの排出と気温上昇に関わる自然科

学（物理学・化学など）的法則のような構造によって形

作られる。

　論者によって濃淡はあるものの、CDA は批判的実在論

のこうした議論に根差した（少なくとも親和性の高い）

アプローチであり、上記のようにフェアクラフの CDA の

手順・3 つの段階は明示的に批判的実在論に依拠している。

すなわち、目に見えるものの「記述」は「経験」の領域

についての分析であり、記述を生み出す相互作用の「解釈」

が「現実」の領域の分析、その背景にある構造の「説明」

が「実在」の分析に当たる。後述するが、環境学におい

ては（ないし環境問題に関する知識を考えるにあたって

は）、この批判的実在論のアプローチが近年一層注目を集

めていることからも（野村， 2021）、環境学における CDA
の可能性を考える際には、批判的実在論の観点から検討

することは非常に重要である。そうしたことから、CDA
を進めるにあたり、どのように「記述」「解釈」を経て構

造を「説明」するのか、というのが重要なポイントの一

つになる。

2.  英文誌における CDA の傾向

2.1  全体的な推移と分析データ・環境問題の種類

2.1.1  全体的な推移

　環境分野において CDA を使った研究は、この 5 年～

10 年間で急増している。Google Scholar で「“environment” 
AND “sustainable” AND “critical discourse analysis”」と検索

すると、17,100 件ヒットするが（2024 年 1 月 9 日検索）、

その 8 割近く（77 %；13,200 件）が過去 5 年間（2019 年以降）

に出版されている。

　主要論文データベースも概ね同様の傾向を示している。

EBSCOhost で英語学術専門誌のみを対象に同じ検索をす

ると 91 件ヒットし（2024 年 1 月 9 日検索）、明らかに異

なる文献（例えば environment が “educational environment”
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のように自然環境とは異なる意味で使われている文献）

を除いた 64 件を見ると、約 4 割（39 %；25 件）が過去 5
年間（2019 年以降）の出版、60 %（39 件）が過去 10 年

間の出版である。Web of Science において同じ検索を行っ

た結果ヒットした 33 件のうち、60 %（20 件）が過去 5 年

間（2019 年以降）の出版であり、83 % が過去 10 年間に

出版されている。このように、検索方法によって数値は

異なるものの、環境研究の分野においては概ね過去 5 ～

10 年間に CDA 関連の研究が急増していることがわかる。

　以上の増加傾向は、本稿における英文誌レビューの対

象文献にも反映されている（図1）。対象文献のうち52 %（16
件）が過去 5 年間の出版であり、75 %（23 件）が過去 10
年間の出版である。

　以上の分析は、言説分析全体の傾向と比べても特徴的

である。環境政策研究の分野では 1990 年代から言説分析

研究が増加し、2005 年には早くもその傾向をまとめたレ

ビュー論文が出版されている（Feindt & Oels, 2005; Hajer 
& Versteeg, 2005）。その後も研究は着実に増加しているが、

そのペースは CDA の急増傾向と比べると緩やかなもので

あり、Google Scholar で「“environment” AND “sustainable” 
AND “discourse analysis”」と検索してヒットした 69,000
件のうち、過去 5 年で出版された文献は 30 %（20,700 件）、

さらにその前の 5 年間で出版されたのは 38 %（26,400 件）、

それ以前（2013 年まで）の割合が 24 %（16,700 件）となっ

ている。

2.1.2  分析データ・環境問題の種類

　英文誌の対象文献では（一覧は付表 1 に記載）、全ての

研究において二次データがテクスト分析の対象となって

いた。その種類を見ると、対象文献の 48 %（31 件中 15 件）

が政策関連文書（政府発行文書・会議の議事録・インタ

ビュー記録・パンフレット・報告書・評価書など）を分

析している。その次に多いのが新聞記事で、19 %（31 件

中 6 件）の研究が分析対象としていた。また、全体の 19 
%（31 件中 6 件）の研究が言語以外の表象を扱っており、

例えば図表・イメージ、建築物、ウェブサイトに使用さ

れている画像、参与観察中に撮影した写真などがデータ

として使用されている。

　一次データに関しては、29 %（31 件中 9 件）の研究が

インタビュー調査・参与観察・調査票調査などから得ら

れたデータを使用していた。調査対象者のタイプについ

ては、一次データを扱う研究のうち 77 %（9 件中 7 件）

が政策・事業に関わる複数の主体（行政・関連団体・環

境 NGO・ビジネス・地域住民など）を対象としている。デー

タの取得法として最も顕著に使われていたのは半構造化

インタビューであった。

　これらの結果から、英文誌における CDA の分析データ

は、二次データの言語的表象を複数のソースから選ぶこ

とが主流であると言えるものの、一次データを併用する

ケースも約 3 割と、決して珍しくないことが明らかになっ

た。

　環境問題の種類については、越境的な環境問題を中心

として多岐にわたっている。最も多いものから見ていく

と、気候変動が 19 %（31 件中 6 件）、持続可能な発展に

関する政策が 16 %（5 件）、企業活動による環境汚染が 16 
%（5 件）、地方自治体・国際組織など非国家主体による

環境政策が 10 %（3 件）、ツーリズム、自然・野生動物保護、

環境教育、環境と経済の関係性がそれぞれ 6 %（2 件ずつ）、

海洋環境、交通政策、水環境、食糧システムがそれぞれ 3 
%（1 件ずつ）である。英文誌で扱われる環境問題の地理

的スケールは広く、気候変動や持続可能な発展に関する

政策などの既に国際レジームが確立している地球規模課

題だけでなく、多国籍企業の事業に起因する環境問題や、

複数国家や地域にまたがる環境問題なども含め、越境的

な問題が多く扱われている。これは、事例で扱われた地

域や著者の所属機関の半分以上が英語圏の先進国に位置

していることから（2）、地球規模の環境問題・環境政策が

特に注目されやすかったという傾向があったことを示唆

している。

2.2  分析手順

　記述の段階では、多くの研究が特定の語彙やフレーズ、

または文同士のつながりに着目したテクスト分析を行っ

ている。表象については全ての研究が着目しており、表

現的価値についての分析は 45 %（31 件中 14 件）にとど

まるものの、事例とする環境問題（例えば気候変動）や

政策（例えば持続可能な発展に関する政策）などの表象

に関する分析、つまり経験的価値の分析は全ての研究が

行っている。関連する主体間の関係など、関係的価値に

関する分析は 87 %（31 件中 27 件）の研究が行っており、

そのうち 14 %（27 件中 4 件）が自然と人間の関係も考察

している。

　解釈の段階では、ある 1 つの言説の存在を明らかにす

る研究が最も多く 45 % を占める（31 件中 14 件）。次い

で、共存する複数の言説の存在を明らかにし、その差異

や支配性などを探る研究が 39 %（31 件中 12 件）、言説の

通時的もしくは地域間による変化を分析した研究が 16 %
（31 件中 5 件）あった。解釈の段階で注目されている概念

としては「前提」が最も多い。前提とは CDA において主

要な分析概念の 1 つであり「人々の共通した理解（当然

のこととして理解しているもの）」を指す。つまりテクス

トの背景に存在するものであるが、記述の段階で明らか

図 1：CDA を用いた環境研究の発表年推移（英文誌）
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にした特徴からどのような前提があるのかを明らかにし、

その前提がどのようにもたらされたかを考察する研究が

39 %（31 件中 12 件）ある。テクストにおける言語使用の

実践には全ての研究が注目している一方で、テクスト生

産の過程における非言語的な条件（地域の慣習や、テク

ストの生産者・解釈者が置かれた環境、与えられた資源

などの、テクスト外の諸条件）の考察を含めた研究は 58 
%（31 件中 18 件）であった。

　説明の段階、つまり言説に影響を与える権力関係や権

力関係を維持するイデオロギー等を扱っている研究は 32 
%（31 件中 10 件）あった。言い換えれば、全体の約 3 分

の 2 にあたる研究は解釈の段階で止まっている。説明の

段階を扱う研究のうち 90 %（10 件中 9 件）は、フェアク

ラフなどを引用して CDA の 3 段階分析の重要性を明記

している。しかし、説明の段階でどこまでを明らかにす

るかについては研究ごとに異なり、考察や結論の部分で、

もしくは解釈の一環として簡略的に行われているケース

も散見される。そうしたことから、全体的な傾向として、

説明の段階の分析は、記述・解釈の段階ほど重点が置か

れていないと言える。

　説明の段階を扱う研究のうち 90 %（10 件中 9 件）は、

テクストが生産・解釈される際の、テクスト外の諸条件

を考察していた。つまり、解釈の段階においてテクスト

に書かれていることを分析したり、書かれていないこと

を別の文献等を参照して明らかにしたりするだけでなく、

テクストの生産・解釈過程に関する政治社会的条件の調

査、例えばテクスト生産者の政策形成過程へのアクセス

権や物質的資源（Isaac & de Loë, 2022）などにも目を向け

ていたことになる。そのような研究のうち 56 %（9 件中

5 件）はテクスト分析以外の調査手法（インタビュー調

査・参与観察など）を取り入れている。そうしたことから、

非言語的な／テクスト外の諸条件の考察や、一次データ

の収集が、説明の段階の分析に資することが示唆される。

3.  和文献における CDA の傾向

3.1  全体的な推移と分析データの種類・環境問題の種類

3.1.1  全体的な推移

　和文献の環境問題をテーマにした研究（一覧は付表 2
に記載）は 16 件中 7 件が 2 冊の単行本から出されている

ため、本 1 冊を 1 件として数えた上で合計 11 件の発表年

の推移を確認する。（3）過去 10 年間に出版されたのは全体

の 73 %（11 件中 8 件）であり、全体の約 45 %（11 件中 5 件）

が過去 5 年間に出版されている。英文誌と比べて数が少

ない上に和文献では紀要論文や単行本を含んでいるため

単純な定量比較はできないが、過去 10 年間で CDA 研究

が増加していることが見て取れる（図 2 参照）。

　和文献における言説分析全体の傾向と比べても、CDA
研究の増加は比較的近年の傾向である。言説分析を使用

した環境政策分野の研究は 2000 年代後半以降から増え始

め、過去 10 年間に発表されたのは全体の約半数ほどであ

る（浅井， 2024）。この言説分析全体のレビューにおいて

単行本は除外されていることから、本稿のレビュー対象

の研究から単行本を除いた上で推移を確認したところ、

2014 年以降の研究が約 77 %（9 件中 7 件）であった。そ

うしたことから、言説分析研究全体と比しても過去 10 年

の間の CDA 研究の増加が顕著である様が浮かび上がる。

3.1.2  分析データの種類と環境問題の種類

　国内の CDA 研究においては、新聞記事やテレビ番組

などのメディアから二次データを抽出して分析対象とす

るものが多い。二次データの種類は、新聞記事を対象と

したものが 56 %（16 件中 9 件）と最も多く、それ以外に

もテレビ番組が 31 %（16 件中 5 件）、週刊誌が 13 %（16
件中 2 件）というように、メディア研究が多くを占める。

他には、政府による白書・教育用副読本やその他関連政

策文書、企業による広報誌などがデータとして使用され

ていた。また、扱うテクストの種類が限定されている場

合が多く（例えば新聞のみなど）、25 %（16 件中 4 件）の

研究はテレビ番組 1 つに絞って考察を進めている。言語

以外の表象については 31 %（16 件中 5 件）の研究が扱っ

ており、テレビ番組内の映像、本の表紙のイラストや書

体の色などが分析されていた。一方、対象となった研究

の中で一次データを使用したものは見られなかった。こ

れらの結果から、和文献においては、メディアテクスト

を中心とした二次データが分析の対象となることが多い

ことが明らかになった。これは、社会科学全体というよ

りも、メディア研究の分野において CDA の受容が特に進

んでいることを示唆している。

　環境問題の種類は、最も多いものから原発事故が 69 %
（16 件中 11 件）、水俣病が 31 %（16 件中 5 件）、気候変動

と水環境（諫早湾干拓紛争）がそれぞれ 6 %（16 件中 1 件）

であった。本レビューの対象となった研究は、実際には

全てがそれぞれ独立した研究というわけではなく、複数

著者による同一の単行本に含まれるものが原発事故につ

いて 4 件、水俣病について 3 件、つまり全体の 44 %（16
件中 7 件）あることになる。また、1 人の著者が 2 本執筆

しているものが全体の 50 %（16 件中 8 件）を占めている。

このように、和文献では、プロジェクトの一環として特

定の研究者によって（上記のように特にメディア研究の

分野、および言語学研究者によって）行われている CDA
研究が大きな割合を占めるとともに、英文誌で見られた

ような地球規模の課題や国内の自然保護に関連した環境

政策についての研究自体は少ないと言える。これは、日図 2：CDA を用いた環境研究の発表年推移（和文献）
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本語で書かれた研究の読者は日本語話者であることが想

定されるので、日本国内において特に重要性の高い問題

に焦点が当てられたという傾向があったためと推察でき

る。

3.2  分析手順

　記述の段階にあたるテクストの表象に関する分析は全

ての研究が行っており、語彙（または視覚情報）や文同

士のつながりなどに焦点を当てている。この段階の分析

は、データの種類が少ない研究であるほど重点的に行わ

れており、限られたテクストで詳細な言語学的分析を行

うという傾向が見られた。また、全ての研究が、扱う環

境問題や関連する主体に関する表象、つまり経験的価値

の分析を行っており、表現的価値については 50 %（16 件

中 8 件）が分析している。また、関係的価値についても

62 %（16 件中 10 件）が扱っていた。

　解釈の段階では、1 つの言説の存在を明らかにするもの

が 75 %（16 件中 12 件）あり、最も多い。その次に、支

配的な言説と代替言説の関係を探る研究、言説の通時的

変化を分析した研究がそれぞれ 13 %（16 件中 2 件）ある。

全ての研究が、テクストがどのように特定の見方を構築

もしくは排除するかについての考察を含んでいる。特に

多く使用されている概念は前提とストラテジー（4）であり、

50 %（16 件中 8 件）の研究が注目している。一方、テク

スト生産過程に影響を与えた政治社会的条件の分析につ

いては、一次データは使用されていないものの、ジャー

ナリズムの実践形態や政策過程の文脈を先行研究などの

二次データや、同じプロジェクトの別の研究を用いて分

析しているものが 31 %（16 件中 5 件）あった。

　説明の段階で、権力関係やイデオロギー・支配的な価

値観を考察している研究は全体の 31 %（16 件中 5 件）に

とどまった。そのような研究では経済発展を優先するよ

うなイデオロギーや、政府と企業が支配的な地位を占め

る権力構造が存在することがあらかじめ推定されており、

その推定をテクスト分析の結果によって裏付けるという

方法が取られていた。これらの研究の中でフェアクラフ

の 3 段階アプローチの枠組みを示している研究は 40 %（5
件中 2 件）あるが、説明の段階については解釈の段階と

併せるような形で行われている。

　英文誌と同様に、和文献においても記述と解釈の段階

は密接につながっており、テクストの言語的特徴から前

提を明らかにして、支配的な価値観などを明らかにする

研究が目立つ。テクストの数が 1 つのみに限定された研

究は特に、記述の詳細な分析を行いながら解釈をその都

度加えていくという方法を取っていた。一方、説明の段

階においては、解釈の段階で行った分析を基に推論する

のではなく、先行研究などから原発事故や公害を引き起

こす経済発展重視型のイデオロギーが前提として存在す

ることを確認するだけの場合が多い。説明の段階を含む

研究のうち 60 %（5 件中 3 件）が二次データを用いて新

聞社の実践やテレビ番組の制作過程、テレビを見ること

の社会的実践などのテクストの生産過程を考察しており、

言説に影響を与える言語以外の条件に関する分析を含ん

でいる。

　このような結果から、和文献では CDA の対象として二

次データ（特にメディアテクスト）を用い、その記述・

解釈を通して国内における支配的な価値観を批判的に分

析する研究が多いという傾向が明らかになった。これら

の研究は、新聞記事、雑誌、テレビ番組などを選び、見

出しやテロップ、記事内容などに注目してテクスト分析

を行う。国内の CDA 研究は水俣病と福島原発事故に関

するものが 87 %（16 件中 14 件）と大部分を占めており、

特定の研究分野（ジャーナリズムや言語学分野）のプロ

ジェクトの一環として行われた上で 1 冊の単行本に収め

られているものや、同一著者による研究も複数ある。こ

のようなことから、国内においては特にメディア研究や

言語学研究など特定の分野内の研究者の相互影響によっ

て CDA が使用されてきたということが示唆される。

3.3  英文誌・和文献における 3 点の傾向

　以上の英文誌・和文献のレビューは、検索方法や含め

る文献の種類が異なることから純粋な比較はできないが、

双方において明らかになった傾向は 3 点に要約すること

ができる。1 点目はデータのタイプに関する傾向である。

英文誌・和文献ともに二次データの分析が主流であるも

のの、英文誌は政策文書を中心とした幅広い二次データ

に加えて一次データを活用しているが、和文献はメディ

アテクスト中心で一次データは用いていない。2 点目は、

非言語的な条件の（社会科学的）考察が限られていると

いう傾向である。英文誌・和文献ともに全ての研究が、

解釈の段階において、テクスト分析から炙り出した言語

使用の特徴を基に言語的な実践を考察しているが、それ

に比べて、例えばテクスト生産者に与えられる資源配分

の状況などの政治社会的な条件の分析は限られている。3
点目は、記述・解釈の段階は重点的に行われている一方で、

説明の段階の分析が少ないという傾向である。

　次章では、まずこれらの傾向 3 点を、環境学における

CDA 研究の課題として捉え直したい。そして、批判的実

在論の観点からそれらの課題への対処法を論じる。

4.  環境学における CDA の活用に向けた課題

4.1  説明の拡充に向けた社会科学的視点の重要性

　第 2 章・第 3 章では英文誌・和文献それぞれの傾向を

明らかにしたが、本節ではその傾向から環境学における

CDA 研究の課題を捉え、続いて次節でそれらの課題へ

の対処策を論じる。前章の最後で明らかにした傾向は 3
点あり、まず使用するデータの傾向（特に和文献におけ

るメディアテクスト以外のデータの少なさ）、そしてテ

クストの解釈・生産過程に影響する諸条件の分析の少な

さ、最後に説明の段階の分析が少ないことであった。こ

れらの傾向には「社会科学的な分析の不足」という共通

点がある。CDA の言語学的分析は社会科学的な分析と

組み合わせて行われることが推奨されていることから

（Fairclough, 2003）、社会科学的な分析をより多く取り入れ
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ることは今後の CDA 研究の発展において不可欠であると

言える。本節ではまず、レビューで明らかになった 3 つ

の傾向をフェアクラフの 3 段階アプローチが持つ社会科

学的視点と環境学の特性に照らし合わせて考察した上で、

それぞれへの対応を現状の課題として提示する。

4.1.1  課題 1：（一次データや言語以外の情報を含む）幅

広いデータの活用

　上述のように、英文誌・和文献ともに二次データの分

析が中心であるものの、扱うデータの傾向には違いがあっ

た。和文献ではメディアテクストが大きな割合を占める

一方で、英文誌では多岐にわたる文書が扱われていた上

に、一次データの活用が見られた。和文献において政策

関連文書が使用されている場合、それは政府のものに限

られていたが、英文誌では地方自治体や市民社会団体、

国際組織などの非国家主体によるものも多く確認された。

このデータの出所に関してはテーマとする環境問題の違

いも関係しており、英文誌では気候変動や持続可能な発

展に関する政策など地球規模で議論される問題を扱う研

究が多いため、幅広い主体のテクストを取り込む必要性

が認識されているとも言える。英文誌では補助的に定量

的分析や質的データ分析ソフトウェアが使われていた研

究も複数見られたが、これは多種にわたる大量のデータ

を一定の基準で分析するためであると考えられる。多種

のデータを活用することは、記述の段階において各テク

ストの特徴の異同の明確化を促し、間テクスト性の分析

に資することから、解釈の段階のより動的な分析（複数

の共存する言説の関係性を明らかにするなどの分析）、つ

まり、より社会科学的な分析にもつながるため、望まし

いと言える。

　扱う二次データの種類については、環境学の特性を踏

まえると、言語以外の表象を考察することの重要性が見

えてくる。記述の段階では、解釈の段階につなげやすく

するためにもテクストの価値を明らかにすることを目指

す（フェアクラフ， 2001=2008）。レビューでは、経験的

価値に含まれる特徴、つまり事物の表象面の特徴が全て

の研究で考察されており、続いて関係的価値、つまり主

体間の関係が検討されていることが明らかになった。前

者は言説を明らかにするため、後者は権力関係を明らか

にするために特に有益であるが、記述の段階で、自然環

境に関する表象（例えば海洋汚染問題を扱うのであれば、

「海」はどのような場所であり、海と人間はどのような関

係にあるとされているのか）を含めることは重要な点と

なる。

　自然環境に関する経験的価値および環境問題や政策へ

の評価に関わる表現的価値の分析を行うにあたっては、

まず言語的表象に限らず多様なテクストをデータとして

含むことが有用である。1.3 で述べたとおり CDA 研究に

おいて言語以外の表象を扱う意義は認識されており、環

境問題を扱う CDA 研究でもマルチモーダルな要素、つま

り画像・音・動画などの重要性が示されている（Stibbe, 
2021）。現状では、視覚的情報のような言語以外の表象に

関する分析を含む研究が和文献において約 3 割、英文誌

において約 2 割と限られている。自然環境の表象を含め

るにあたり、言語以外のテクストを扱うことで、例えば

前述の海の表象について分析する際も、言語的表現だけ

でなく、海が写真もしくはイラストとしてどのように表

されているのかなど、より多様な認知要素を探る可能性

になり得る。

　そして関係的価値の分析には、人間社会における主体

間の関係だけでなく人間と自然の関係も視野に入れるこ

とが、環境学においては肝心だろう。現状では、人間と

自然の関係に関する表現を扱った研究は英文誌全体の約

15 % と決して多いとは言えず、和文献においては扱う環

境問題の種類が公害や原発事故などの人間主体同士の関

係を中心としたものに集中していることもあり、自然と

人間の関係性に焦点を当てた研究は見られなかった。し

かし、データの出所の幅を広く取得した上で、人間と自

然の関係に関する異なる表象を明らかにすることは環境

問題が生じるメカニズムと深く関わるという点で重要で

ある。このようなことから、言語以外のデータや、デー

タの出所の幅の広さを確保することは、環境学を扱う

CDA 研究の発展のための課題であると言える。

4.1.2  課題 2：非言語的な（テクスト外の）諸条件の考察

　2 点目の傾向は、テクストの解釈・生産過程における非

言語的条件の分析の少なさであった。英文誌・和文献と

もに、テクストの種類が少ない研究においては特にその

傾向が強い。

　和文献においては、言語・メディア研究の文脈で書

かれた解説書の影響もうかがえる。例えば、本稿のレ

ビュー対象となった文献と関連づけられるものとして、

大石（2004a）と名嶋・神田（2015）がそうした研究とし

て挙げられる。前者はジャーナリズム研究、後者は言語

学研究の視点から書かれており、メディアテクストを中

心に扱うという共通点がある。その中で大石（2004a）の

ジャーナリズム研究はフェアクラフの 3 段階アプローチ

を参照し、テクスト上の言語的特徴とともに社会的実践、

つまりテクスト生産者側の視点を取り上げる一方、名嶋・

神田（2015）の言語学研究はテクスト分析とその解釈過

程、特に読者や視聴者の側の視点に焦点を当てていると

いう特徴がある。前章でレビューを行った和文献の CDA
研究の多くはこれら書籍の指針に沿いながら、例えば丁

寧語など日本語特有の言語的分析の仕方や日本における

ジャーナリズムの実践形態など、英語圏で発展してきた

CDA を日本で適用する際の貴重な知見を見出してきた。

しかしながら、特に後者のような言語学研究の視点を重

視した研究では、その特性もあってか、テクスト生産者

が受ける政治的・社会的文脈についての考察が少ないこ

とが指摘できる。

　テクストの言語的分析に注力する研究においては、生

産者の行為主体性は考慮されている一方で、その行為主

体が置かれた状況がもたらす制約のような、より社会科

学的な視点が必要となる分析はあまりなされていない。
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和文献のレビューでも散見された、特定の新聞・テレビ

番組・週刊誌のみなどデータの出所が限定された研究は、

言説の「ストラテジー」に焦点が当てられる傾向があり、

その生産者側がどのような「意図・動機」を抱いている

のかという考察が中心となる傾向があった。一方、上述

の大石（2004a）によるジャーナリズム研究の視点を取り

入れた大石（2004b）や小林（2007）などの水俣病をテー

マにした研究は、テクスト生産者（報道に携わるジャー

ナリストなど）が活動する環境や資源的制約の重要性を

指摘している。しかし、このような非言語的な／テクス

ト外の諸条件の研究は特に 2010 年代以降の和文献におけ

る CDA 研究においてはあまり扱われていない。

　環境学の特性を踏まえるならば、このような傾向は、

解釈の段階においても対処すべき課題である。解釈の段

階では、記述段階で明らかにした価値を基に、テクスト

間やテクスト外部との相互作用の分析を行って、言説や

テクストの生産・解釈に影響する実践の範囲を明らかに

することを目指す。CDA ではテクストを生み出す主体が

立場・制度・社会的状況においてどのような制限的影響

を受けていたのかを明らかにすることが必要とされてい

るが（フェアクラフ， 2001=2008）、環境学では特に、人間

の言語使用実践だけでなく、自然環境を含む非言語的な

諸条件の分析を含めることが求められるだろう。

　自然環境的状況を含めた諸条件を考察するためには、

第 3 章で論じたように先行研究や関連する二次データの

分析および参与観察やインタビュー調査などの一次デー

タの取得が鍵となり得る。1 点目の傾向として明らかにし

たように、英文誌では二次データの分析に加えて一次デー

タを取り入れる研究も複数見られた。一次データについ

ては、特に半構造化インタビューが多く取り入れられて

おり、直接的にアクターから政策過程についての追加的

な情報（例えば「持続可能な政策」などの問題の認識・

解釈のされ方、セクター間の情報交換の欠如など政策決

定における制限的な条件）を入手し活用していた（Lyon 
& Hunter-Jones, 2019; Robinson & van Veelen, 2022）。英文誌

では説明の段階を含む研究の半数以上がこのような一次

データの分析を扱っていたが、一次データの取得は、テ

クスト分析だけでは明らかにならないテクスト生産過程

における各種制約などの社会科学的分析に資することか

ら有効であろう。特に、内部の重要情報が公にならない

傾向にある政治過程や政策過程の分析には、当事者から

情報収集することが求められるが（野村， 2017: 148）、こ

の指摘は環境（政策）研究にも当てはまる。こうしたこ

とから、テクストの生産・解釈過程に関わる主体に影響

する、テクスト外の諸条件の分析にも重点を置くことが

CDA 研究の課題であり、この点に対処する上で一次デー

タの取得や、それができない場合においても政策に関わ

る主体に関連する数種のデータを収集することが重要だ

と指摘できよう。

4.1.3  課題 3：説明の段階の重視

　最後に 3 点目の傾向として、説明の段階に重点が置か

れていないことが明らかになった。説明の段階では、記述・

解釈の段階で明らかにしたことを基に、背景にある構造

の説明を目指す。説明の段階は CDA で最も肝要とされる

が（フェアクラフ， 2001=2008）、実際の英文誌・和文献に

おける CDA 研究では最も簡略的に行われていた部分であ

る。また、この説明の段階は言語的な分析だけでは難し

く、社会科学的な視点が重要であることが、フェアクラ

フ（2001=2008）をはじめ複数の研究者によっても指摘さ

れている（Booth, 2023）。対象文献では、価値観・歴史的

背景・イデオロギー・権力関係などが先行研究で得られ

た知見を基に考察されていたが、それらが比較的安定し

た「構造」ないしそれにまつわる要素として明示されて

いる研究は殆どない。これは、上記 2 点目の傾向である

言語以外の条件に関する分析が限られていることも関係

すると考えられる。また、そのような諸条件を含めた考

察があったとしても、それらがどのような構造的要因か

ら生まれたものなのか、結びつけて分析されてはいない。

しかし、構造的要因を把握することは、テクスト生産・

解釈に影響を与えるものは何かを説明するために最重要

視されるべきである。

　そして、環境問題を事例として扱う場合は社会的構造

だけでなく、自然環境的な構造も視野に入れなければな

らない。後者に関しては、解釈の段階における、自然環

境的状況を含めた非言語的諸条件の分析から、いかにそ

れらが構造と影響し合っているかを突き止めることが肝

心であると言える。次節以降では、社会科学的な視点や

自然環境を含めた考察を行うことの意義を踏まえつつ、

批判的実在論の観点から構造を推論する／説明する方法

を考察する。

4.2  批判的実在論の視点からみた課題と対策

4.2.1  なぜ「説明」の弱さが問題なのか

　批判的実在論の視点から考えると、上記 3 点目の傾向

である「説明」の段階の弱さがなぜ問題なのか、またど

のようにこれを改善できるのかが、より明確に見えてく

る。なぜなら、批判的実在論によれば、この説明の段階

＝実在の領域にある構造等の説明こそが、社会科学（な

いし科学全般）がなすべきことであり、批判的実在論は

そのための理論的道筋を示しているからである。社会科

学がなし得る最も生産的な貢献は、実在の領域にある「社

会構造」および社会構造の「力とその効果」「メカニズム

と傾向性」を策出検証することである（ダナーマーク・

エクストローム・ヤコブセン・カールソン， 2002=2015: 
271）。言い換えると、社会科学においては、構造と行為

主体（agency）のどちらか（に還元してしまうの）でな

く、その連関を考察しなければならない（アーチャー， 
1995=2007: 92-93）ことから、言説分析においてもテクス

トを産出する主体の行為だけではなく、その背後にある

構造との関係を考えることが求められる。

　環境社会学、環境政治学、ポリティカル・エコロジー

（地理学）等の、社会科学をベースにした環境研究におい

て、批判的実在論の受容は急速に進んでいる。その動向
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のレビューは別稿（野村， 2021）にゆずるが、実証主義や、

それに引き続いて隆盛した解釈主義的なアプローチでは

捉えられない、環境問題の重要な側面を把握するという

文脈で批判的実在論が台頭してきたことが各分野におい

て報告されている。確かに多様な価値（観）を内包する

環境問題を理解するにあたっては、それぞれの文脈にお

ける（自然環境に対する）人間の解釈を理解することが

重要である。しかし一方で、解釈主義的アプローチでは、

目の当たりにする環境問題の被害（者）を言説的に構築

されたものとみなしてしまうとともに、自然科学的・実

証主義的知見（法則定立的な知見）を十分に活かすこと

ができず具体的な解決策につながらない等といった反省

もあった。よって、「経験」の領域における環境問題の意

存的側面（経験可能かつその解釈が社会的に左右されや

すいという側面）に加え、それを作り出すプロセスが起

きる「現実」の領域や、経験や現実の領域を生み出す力

を持つ構造が「実在」する領域をも包含する批判的実在

論が台頭したと理解されている。

　例えば、気候変動の諸現象は地域によって発現の仕方

やその受け止め方が異なる。よって、文脈ごとの人々の

解釈に着目することは環境学において重要である（経験

的領域）。しかしながら同時に、温暖化対策の展開や失敗、

経済活動の展開による温室効果ガスの増減、環境意識の

向上など、経験できる事象を生み出した過程（現実の領

域）を理解することや、グローバル経済の動向による構

造的変化や自然科学的条件などといった構造的要因（実

在の領域）がどのように経験や現実の領域をもたらした

のかを理解することも、環境問題の解決には求められる。

この実在の領域に表れているように、批判的実在論は（解

釈主義と異なり）存在論のレベルでは「基礎づけ主義」

に立脚しており、そこに（自然科学等の）法則定立的な

知との架橋を見出す研究者が、批判的実在論に依拠する

ことになったと考えられる。

　また、近年の人新世概念の台頭という流れからも、批

判的実在論やその他の実在論の重要性が見て取れる。温

室効果ガスの排出に代表される人間活動が生態系に決定

的な影響を与えるようになり、約 1 万年続いた完新世か

ら新たな地質時代に入ったという人新世概念は、環境学

にも大きな影響を与えている（野村， 2022）。その一つ

が、「実在論への回帰」という認識論的展開である（Le 
Grange, 2019: 2）。人新世を正面から捉えるためには、地

質学的変革を一つの言説・解釈として退けるのではなく、

地球環境の実在性を認める（＝基礎づける）方が望ましい。

さらに、人新世をもたらした人間中心的な考え方からの

脱却を求める動き（＝ポストヒューマニズムへの移行）

が進む中、人間（の解釈）を中心に据える解釈主義から

は離れつつも、非人間主体の実在性やその行為主体性を

重視する、基礎づけ主義的立場が求められるようになる。

しかしながら同時に、環境破壊との関係をしばしば指摘

される近代化・産業化と密接する実証主義とは距離を置

いた立場が必要となる。そうしたことから、思弁的実在

論や新しい物質主義といった他の実在論の流れとともに、

批判的実在論への関心が高まったと考えることができる。

　この傾向が、環境学における CDA 研究の他の課題とも

呼応することも注目に値する。すなわち、自然環境の実

在性を念頭に置くことで、データの多様化という第 1 の

課題や、自然環境的状況を含めた非言語的／テクスト外

の諸条件の考察といった第 2 の課題への対処に資すると

考えられる。

　このように、認識論レベルでの複層的な見方を有し、

実在の領域を捉えることを重視する批判的実在論は、環

境問題を研究するという文脈においてその重要性を増し

ている。そうであれば、批判的実在論に依拠するとされ

る批判的言説分析においても、環境問題を考察する場合

には特に、「説明」のレベルに十分配慮することが求めら

れよう。言い換えると、「記述」のレベルや「解釈」のレ

ベルに重点が置かれているという現在の状況には改善が

求められる。

　それでは、どのように説明レベルの分析を拡充し、そ

の他のレベルとのつながりを理解することができるのだ

ろうか。その鍵は、この実在の領域にある「構造」に対

する理解を深め、それを捉えるような推論方式に注意を

払うことにある、というのが次項の主張である。

　フェアクラフは、構造と言説の間に「内的資源」

（members’ resources: 以下 MR）という概念を導入して構

造の見出し方を解説している。MRとは人々の経験や知識・

価値観・常識等を指し、構造は MR を形作り MR は言説

を形作る（構造→ MR →言説）とともに、言説は MR を

維持・変容させ、MR が構造を変化させる（言説→ MR →

構造；フェアクラフ， 2001=2008: 198；野村， 2017: 271-
272）。よって、この MR を媒介として構造を明らかにする

というアプローチは有益である。すなわち、どのように

MR から構造を推論するのか（「記述」や「解釈」のレベ

ルの考察から、どのように「説明」のレベルへの推論を

展開していくのか）、明らかにすべき構造とはどういった

ものなのかを念頭に置いておくことで、環境学における

言説分析の（ないし言説分析全般の）助けとなるだろう。

4.2.2  遡行推論を通じた構造の明確化

　批判的実在論によれば研究者は、「構造」（およびそれ

を構成する要素・事物）や、それが働くメカニズム（バ

スカー， 1997=2009）といった実在の領域にあるものを捉

えなければならない。しかし、構造とは何であろうか。

ダナーマーク他（2002=2015: 73）によれば、構造とは「一

組の内的に連関しあう諸対象」である。内的な関係とは、

例えば店子と大家のような関係で、B が無い場合、A は本

質的に A ではなくなるという関係性である（大家がいな

ければ店子も無くなるように、B は A を条件づけている）。

なお、この大家と店子の例は逆にしても同様であること

から、対称的に内的な関係にある。（5）そのほかにも、資本

家と労働者や、（人種や性的な）マジョリティとマイノリ

ティなどの関係、世代間の関係等が内的な関係にある（構

造たりえる）だろう。こうした構造は個人のレベルでも

存在するが、社会科学においては集団・社会というより
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マクロな構造を対象とすることが多い。また、先ほどの

大家と店子の関係は、私的所有などの条件を前提として

おり、それらが一緒になって構造が形成されていると考

えられている（セイヤー， 2010=2019: 89）。
　また、「構造」は社会構造だけを指し示しているわけで

はない（ダナーマーク他， 2002=2015: 74）。実際、自然科

学も批判的実在論の射程に含まれているように、自然界

における、あるいは人間と自然との関わりにおける「一

組の内的に連関しあう諸対象」も構造ないし構造を形作

る一側面である（バスカー， 1997=2009）。例えば、天然資

源という事物の相対的な多寡やその（利用可能量の）変

化は、シェールガス革命がアメリカの国際レベルの経済・

エネルギー政策、温暖化政策に与えた影響からもわかる

ように、資源国―非資源国などといった国際関係上の内

的関係の変化（構造的変化）となって、社会に大きな影

響をもたらす。環境問題の文脈では、気候変動が起きる

メカニズム等も自然科学的な構造を形作るし、人間と野

生生物のある種の関係のように、人間と非人間との内的

関係も構造となって、人間の行為を条件づけることにな

る。例えば漁業者と魚介類は、後者が無くなれば前者は

存在し得ないという関係にあるため、魚介類の減少は構

造的変化をもたらすことになる。

　社会科学の文脈で書かれた批判的実在論の解説書では

この点に触れないことも多い。しかしながら自然環境の

変化について考える環境学という学際的領域においては、

自然界を含めて構造を捉えることは重要である。さらに、

人新世の文脈で展開されてきた、人間以外のものが実在

して人間に影響を与えているという上記の議論（実在論

の台頭）とも呼応する。よって、環境学における言説分

析を考える際には、理学的・工学的な文脈における何ら

かの内的な関係（構造）と言説との関係を考慮すること

も重要だろう。

　それでは構造はどのように把握できるのだろうか。構

造は、経験の領域や現実の領域の知見を帰納法的に積み

重ねていって把握できるものではない。構造を理解する

ためには、「遡行推論」と呼ばれる推論方法が求められる。

すなわち、「その構造が存在すると当該事象が起こること

をうまく説明できるというような構造を仮定し」推論し

ていく方法である（野村， 2017: 29）。経験の領域や現実の

領域の考察を踏まえて、（目にしている事象の）「存在は

何を前提としているのか」（セイヤー， 2010=2019: 88）、「こ

の現象が実在するためには、どんな構造がその基礎にな

ければならないか」、あるいは逆にその事象が「現在の形

態で存在することを止めさせないために取り除かれては

ならないものは何であろうか」と考え（ダナーマーク他， 
2002=2015: 220-221; 75）、それをまた経験の領域や現実の

領域と照らし合わせて推論していくことで、構造を掴ん

でいく。

　上記のような社会的な構造や自然界の構造（および両

者の内的関係）を念頭に置きつつ、遡行推論を試みるこ

とは、CDA の「説明」の段階を推し進める一助となろう。

そしてその際は既に示唆したように、インタビュー等の

一次データや人間以外に関するデータの活用も重要とな

る。記述レベルの考察を多様なデータを用いて包括的に

推し進めることで、解釈の段階における複雑なプロセス

（例えば政策過程）の把握につながり、それは説明の段階

にも寄与しよう。また、例えば自然保護の取り組みなど

を分析する場合、野生動物の行動変容などといった非言

語的要素を活用し（記述の段階）、それらを生み出す自然

環境の変化やそれを引き起こした人間活動を考察するこ

とで（解釈の段階）、人間と自然／野生動物の関係とい

う人間社会を超えた構造の変化（説明の段階）を視野に

入れることができる。こうしたデータの活用は既述のよ

うに、他の課題（データの多様化を通じた記述の拡充と、

非言語的諸条件の考察を通じた解釈の推進）への対処に

もつながることから、CDA を通じた環境研究の推進に向

けた一つの指針となり得るだろう。

5.  結論

　本稿では、環境学における CDA の傾向を、フェアクラ

フの記述・解釈・説明の 3 段階アプローチを用いて明ら

かにした。次に、それらを基に環境学における CDA のさ

らなる発展のための課題を整理し、一つの方向性を示し

た。

　英文誌・和文献双方のレビューにおいては、主に 3 点

の傾向が明らかになった。1 点目は扱うデータの種類に関

するものであり、和文献ではメディアテクストの分析が

主流である一方、英文誌では各種政策関連文書の分析が

行われている上に一次データの使用も確認された。2 点目

は社会科学的考察に関するものであり、言語的な実践の

分析と比べて、テクスト生産・解釈過程に影響する非言

語的な（テクスト外の）諸条件についての分析が限られ

ていた。3 点目として、記述・解釈の段階の分析と比べて、

説明の段階の分析には重点が置かれていなかった。

　このような結果を踏まえて、環境学の特性を踏まえた

CDA研究の発展のための課題を 3点示した。すなわち、（一

次データを含め）データの出所の幅を広く取り、言語に

限らずマルチモーダルな形で多様なテクストを分析する

こと、それを活用しながら非言語的諸条件の分析を充実

させること、さらに、それらから得た知見を組み合わせ

て構造を推論することにより説明の分析を拡充させるこ

と、である。特に最後の説明の分析は社会科学研究全体

において肝心であることを強調し、批判的実在論の観点

から（人間社会の構造だけでなく）自然環境的なものを

含む「構造」を明らかにすることの重要性とそのための

推論の道筋について提示した。

　本稿ではフェアクラフの 3 段階アプローチを用いてレ

ビューを行ったが、序論でも述べたように CDA には他の

アプローチも存在しており、そうした異なる方法につい

ての考察は限られた。しかし、CDA をけん引するフェア

クラフのアプローチを基準として論じ、環境研究におけ

る CDA の傾向と課題を示したことは、社会科学分野全体

における CDA 研究の今後を考える上でも意義があると言

えよう。
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注
（1） 例えば環境政策研究の専門誌 Journal of Environmental 

Policy & Planning に掲載された言説分析レビューである

Hajer & Versteeg（2005）の被引用数は 1,778 というよう

に、環境分野の言説分析に関するレビュー論文の影響

力の高さが見受けられる（2024 年 8 月 13 日、Google 
Scholar において検索）。

（2） 事例の対象地域と筆頭著者の所属機関を国ごとに集計

すると、両者ともに一番多い国は英国（事例対象が 6 件、

所属機関が 10 件）、続いてオーストラリア（事例対象

が 4 件、所属機関が 5 件）である。
（3） データ収集の際、小林（2004）も CDA を使用した水俣

病に関する研究として抽出されたが、内容が小林（2007）
のものと類似していたため小林（2007）を代表データ

として扱い、評価する際の参考文献として小林（2004）
を扱うこととした。また、荒井（2016）、荒井（2017）
は上下で 1 つの論文となっているため 1 件の研究とし

て取り扱うこととし、荒井（2016）の方を代表データ

として取り入れた。
（4） ストラテジーは論者により定義が少しずつ異なるも

のの、CDA の分析においては多用される概念である。

Reisigl & Wodak（2016: 33）によれば、ストラテジーは

「特定の社会・政治・心理・言語的目的を達成するため

に使われる多かれ少なかれ意図的な実践計画」である

とされる。
（5） それに対し、外的な関係とは、偶然に生じた関係であり、

山でハイキング中に出会った A と B というような関係

のことである。
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